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1　問題の所在
　先進資本主義諸国が明確に対外拡張政策を展開し始め，古典的帝国主義段階への移行が顕在化す
る19世紀末以降，それらの先進各国は著しい国家経費膨張の時代を迎える1）。対外進出のための軍事
費の増加，それを底辺で支える国内民衆のための様々な社会政策の実施のため，国家経費は増加の
一途をたどることとなる。いわゆる「小さな政府」から「大きな政府」への転換点がここにみいだ
される。イギリスにおいても，19世紀第4四半期以降国家経費が増加傾向を示し始め，皮肉なこと
にあくまでも「小さな政府」に固執したグラッドストン（WE．Gladstone）政権下において，この傾
向が定着するに至った2）。
　さて，この古典的帝国主義段階を特徴づける著しい経費膨張に対して，当時のイギリスの統一党
政府ならびに自由党政府は，それにみあう歳入を確保すべく，両党それぞれの異なる支持基盤を背
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景とした異なる租税政策を展開することとなる。すなわち，膨張する経費をいかなる階層がどのよ
うに負担するかが，議会と国民を二分させた最大の論点となったのである。この租税政策をめぐる
対立を激化させた直接のきっかけは，19世紀末に勃発し．たボーア戦争：（18p9－1902年）であった。
戦闘は足掛け3年の長期にわたり，その結果はイギリスの国家財政に大きな傷痕を残すこととなっ
た。イギリスの国家歳出は第1表に見られるように，1896－7年度近辺の約1億ポンド程度から1899－
1900年度には1億3，000万ポンド強，1901－2年度には約2億ポンド弱へと急激な伸びを示した。第3
次ソールズベリ（RSallsbury）統一党内閣（1895－1902年）蔵相ピックス・ビーチ（M．Hicks－Beach）
は，第2表に示されるように一時的に大量の公債発行で戦費を調達したが，その急膨張した公債を
削減するため，1900－　2年にかけて次々と租税の増税にふみきった。まず間接税に関してはビール，
スピリッツの消費税の増税，タバコ，茶の輸入関税の増税，砂糖輸入関税の復活，穀物輸入関税（登
録税）の復活がみられ，直接税に関しては1899年に1ポンド当り8ペンスであった所得税の税率が，
1900年には1ポンド当り1シリング，1901年には1シリング2ペンス，1902年には1シリング3ペ
ンスへと引き上げられ，1903年に一時的に11ペンスへと下げられたものの，1904年以降は1ポンド
当り1シリングという税率が定着するに至った。しかしこれらの増税策にともなう歳入増に対して，
戦期に膨張した経費は第1表に見られるように戦後も戦前の水準には戻らず，統一党政府のもとで
の一向に進まぬ経費削減と公債削減，それに照応する一連の増税策の継続のなか，国民の間に不満
が広がっていった。
第1表　イギリス国家歳出の推移，1895－1907年
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ポンド）
年　　度 歳　　出　　額 前年度との差
1895－　　6 97，764，357
1896－　　7 101，476，669 ＋3，712，312
1897－　　8 102，935，994 ＋1，459，325
1898－　　9 108，150，236 ＋5，214，242
1899－1900133，722，407 ＋25，572，171
1900－　　1　　　　　　　　　　　　し 183，592，264 ＋49，869，857
1901－　　2 195，522，215 ＋11，929，951
1902－　　3 184，483，708 一11，038，507
1903－　　4 146，961，136 一37，522，572
1904－　　5 141，956，497 一5，004，639
1905－　　6 140，511，955 一1，444，542
1906－　　7 139，415，251 一1，096，704
Statistical　A　bstract　for　tlze　United　King・dom，　N　o，541907，　p　1より作成。
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第2表イギリス公債残高の推移IB96－1907年（単位：ポンド）
各年3月31日 基金債 有期年金債ﾉよる資本支出 無基金債 計 前年度との差
1896 589，146，87849，183，7489，975，800648，306，426
1897 587，698，73245，291，6948，133，000641，123，426一7，183，000
189＄ 585，787，62441，150，0118，133，000635，070，635一6，052，791
1899 583，186，30536，702，2678，133，000628，021，572一7，049，063
1900 552，606，89860，190，75516，133，000628，930，653＋　909，081
1901 551，182，15360，154，80078，133，000689，469，953＋60，539，300
1902 609，587，24860，295，40275，133，000745，015，650＋55，545，697
1903 640，085，72655，560，03675，133，000770，778，762＋ 5，763，112
1904 637，633，31951，363，45873，633，000762，629，777一8，148，985
1905 635，682，86347，756，24671，633，000755，072，109一7，557，668
1906 634，047，42943，459，54865，713，000743，219，977一11，852，132
1907 631，928，33440，864，21151，713，000724，505，545一18，714，432
Statistical　A　bstract　for　the　United　Kingdom，　N　o．54，1907，　p．14より作成。
　1902年にソールズベリのあとを引き継いだバルフォア（A．J．　Balfour）統一党内閣（1902－5年）の
植民地相ジョゼフ・チェンバレン（J．Chamberlain）が，イギリス本国を中心とした強固な帝国建設
を国民に訴え，関税改革・帝国特恵関税による英帝国内分業体制の確立をめざした運動を展開し始
めたのは，まさにこうした状況下においてであった。ここに自由党と統一党による「自由貿易体制
の堅持」か「関税改革」かという貿易政策上の見解の相違が現出し，それが両党の租税政策上の相
違にも明確に反映されることとなったのである。自由党はあくまでも自由貿易体制を堅持し，増大
する経費を相続税や所得税等の直接税，とDわけ所得税の増税とその累進化による税収増により賄
おうとしたのに対し，統一党は所得税改革には消極的であった。J．チェンバレンを中心とする関税
改革派は，課税べ一スの広い間接税，とりわけ関税の新設・増税をもって増大する経費を賄おうと
したが3），さりとて，もはや一大税収源となった所得税を容易に減税することもできず，党内部の関
税改革派に対する自由貿易派の反発も手伝って，統一党の租税政策に関する見解は不統一のままで
あったと言えるであろう。関税改革を強硬に主張するJ．チェンバレンは，1903年9月，植民地相を
辞任し，独自の運動を展開することとなるが4），こうした党内部の貿易政策の混乱に呼応するよう
に，統一党の租税政策も一貫性のない混乱したものとなったのである。1902年8月に蔵相の職につ
いた自由貿易派のリッチー（C．T．　Ritchie）は，1903－4年度予算で1902年に復活された穀物輸入関税
を撤廃し，さらに所得税を1ポンド当り11ペンスに軽減したが，この所得税減税はその後蔵相とな
った関税改革派オースティン・チェンバレン（A．Chamberlain）の手によって，1904年に1ポンド
当り1シリングへと再度増税されたのであった5）。こうした統一党の内紛に対して，自由党内は様々
な派閥の思惑の相違を見せながらも，急進派党首キャンベル・バナマン（H．　Campbell－　Banaman）
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の強力なリーダーシップのもと，反統一党，反チェンバレン・キャンペーン，自由貿易体制の堅持
という点で結束がはかられていたのであった6）。
　さて，統一党内の租税政策の不統一に乗じた自由党は，自党の政策を実現させるための所得税改
革を目的とした調査委員会の設置を統一党政府に強く求めた。1903年10月，リッチー辞任のあとを
引き継いだ蔵相A．チェンバレンは，1904年にようやく所得税調査委員会の設置を認め，1905年6月
にはその報告書が提出されたが，同年12月のバルフォア内閣総辞職とキャンベル・バナマン自由党
内閣（1905－8年）の誕生，ならびに翌1906年1月の総選挙をはさんで，今度は自由党政府のもとで
所得税調査委員会が設置され，同年11月には早くもその報告書が提出されるに至る。すなわち1905
年，1906年と2年連続して所得税調査委員会報告書が，統一党，自由党という異なった政府のもと
で提出されたわけである。したがって，当然その報告書の内容には両党の置かれた立場，租税体系
における所得税の位置付けの差異が鮮明に反映されていることと思われる。
　本稿の課題はこの両報告書，すなわち1905年の所得税調査省内委員会報告書（RePort　of　the
1）epartmental　Committee　on　lncome　Tax）ηと1906年の所得税調査特別委員会報告書（Report　from
the　Select　Committee　on　Income　Tczx）8）を比較検討することにより，統一党，自由党の租税政策
における所得税の位置付けの差異を明確にし，あわせて1906年の報告書の内容を部分的に実現した
1907－8年度予算の所得税改革の内容を分析することにより，イギリス所得税累進化への第一歩とし
ての差別制の導入過程を考察しようとするものである。自由党政権のもとでの一連の所得税改革は，
基本的には自由貿易体制を堅持したうえでの財政基盤の確立を企図したものであり，税収の根幹を
相続税や所得税等の直接税に置かざるを得なかった。その政策を断行するにあたり，自由党政権は
その支持基盤であると目される北部産業利害を代表とする産業的中産階級（lndustrial　Middle
Class）に対する優遇政策を実施し，統一党の支持基盤であると目される地主階級や南東部金融利害
により一層の負担増を求めたのであった。しかし，当時の自由党の推進した様々な政策は，もはや
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単一圧力団体の利害のみを貫徹させるものではなかった。「自由貿易」と「均衡予算」の堅持は，綿
工業を中心とする北部産業利害の主張であるのと同時に，シティを中心とする南東部金融利害の主
張でもあった。また，自由党急進派が推進する老齢年金等の社会改革の断行は，労働党を中心とす
る労働者階級の利害を自由党政策の内部にとり込むものではあったが，その政策の実行にあたって
は，労働者階級にもそれなりの負担が求められたのであった。このように，自由党政権下での一連
の社会改革や所得税改革は様々な利害集団の破引と反発をはらみつつ実施されたのであP，その政
策決定過程の複雑さを解明することは，当時の自由党政権の租税政策の性格をより一層明確にする
こととなるであろう。以下，このような様々な利害関係を視野に入れつつ，所得税がイギリス租税
体系の最大の基幹税として定置されていった端緒を明らかにしていこうと思う。
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II　1905年の所得税調査省内委員会報告書の検討
　1902年の穀物輸入関税の復活は，当然のことながら自由貿易論争を再燃させ，自由貿易派所得税
改革論者たちに絶好の機会を与えた。彼らは蔵相ピックス・ビーチに穀物輸入関税にかえて，累進
所得税の採用をただちに訴えたのであった9）。同年6月，トレヴェリアン（C．P．Trevelyan）は下院
で年間5，000－10，000ポンドの所得に1ポンド当り1／2ペニー，それ以上の所得には1ポンド当り1
ペニーの超過税（supertax）を課する提案をおこなっている1°）。これはイギリスで最初の超過所得税
の提案であり，この予期せぬ提案に直面したピックス・ビーチは，問題を特別委員会の調査に委ね
ることを約束したが，その約束ははたされぬまま，蔵相の職は前述のようにリッチー，A．チェンバ
レンへとめまぐるしく引き継がれていった。こうした状況のなか，A．チェンバレンは1904年4月，
所得税の差別制（differentiation）と累進制（graduation）に関する調査委員会の設置に同意したが，
彼によれば差別制も累進制も「実行可能でもなければ望ましくもない」11）ものであり，委員会の調査
範囲を所得税の行政的側面に限定すべきことを示唆した12）。A．チェンバレンはすでにサマセット・
ハウス（Somerset　House），すなわち税を徴収する行政機関の側から，差別制や累進制の導入に関
する実務面での困難さの報告を受けていたのであった13）。このような経緯を経て1904年6月に設置
された所得税調査省内委員会は，内国税収入局長プリムローズ（H．W．Primrose）をはじめわずか6
名の委員で構成され，委員長には前蔵相リッチーが就任した。
　委員会は翌1905年6月に報告書を捷出したが，その前文にはA．チェンバレンの意向そのままに，
委員会の調査範囲が所得税の行政的側面に限定され，課税の一般原則や課税べ一スに関しては調査
の範囲外であることが明言されている14）。当初，委員会の審議事項は④脱税の防止，⑧著作権，特許
権，および有期年金債からの所得の取り扱い，◎減価償却費控除，⑪先行3ケ年平均による利潤算
定制度，③所得税払い戻し規則の5点であったが，調査の過程で協同組合が不当に所得税を免れて
いるか否かも審議事項に加えられた。しかし様々な問題があるにしろ，報告書が改善すべき点があ
ると明確に指摘したのは，脱税の防止に関してのみであった。以下，この脱税の防止に関して報告
書の内容を要約することとしよう15）。
　まずはじめにイギリス所得税行政の根幹をなす「源泉徴収」（collection　at　source）制として知ら
れている課税制度についてであるが，報告書によれば所得が公債利子，株式公開企業（public　com－
pany）からの配当，地代・家賃等から得られている場合には，この源泉徴収制により，所得税が収
入を手にする前にあらかじめ差し引かれてしまうので，この制度は脱税に対して非常に効果的な防
止機能をはたしているということであった16）。さらに当時，私企業（private　business）から株式公
開企業への転換が急速に進みつつあり，また海外投資所得も銀行やディーラーが所得税を代行徴収
するようになっているなど，所得税の4／5近くが源泉徴収されていたため，脱税は名目上きわめて困
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難な状況となりつつあった17）。このようななかで，源泉徴収制が適用できない分野として私企業から
の所得，専門職からの所得，特定の海外所得があげられるが，これらは自己査定（self－assessment）
によって申告納税されており，ここではかなりの脱税行為がおこなわれて税収のロスが生じていた
のであった18｝。委員会の証言記録を見ると，中央・地方の徴税当局の仕事にたずさわるほとんどすべ
ての証言者から，この脱税に関する苦情が聞かれ，中間の所得層や海外投資所得に特に脱税行為が
蔓延していたことがうかがわれる。このように報告書が脱税の温床として指摘したのは，正確な所
得捕捉の難しい海外投資所得，ならびに主として自由党支持階層と目される産業的中産階級，すな
わち個人的な工場経営者や商人，および学者・著述家・弁護士等の専門職等の所得であった。脱税
の方法としては過少申告等の不正申告のほか，当時一般におこなわれていた方法は，徴税当局から
送られてきた申告書を返送しないことであった。すなわち申告書が返送されてこない場合には，徴
税当局が当該者の所得を推定したうえで公式の査定（official　assessment）額を本人に通知するので
あるが，もしその査定額が実際の所得額よりも少ない場合はそれに従って納税し，査定額が実際の
所得額よりも多い場合は提訴して実際の所得額を証明するという方法である19）。また居住地と所得
の発生地が別々の場合には複数の申告書が送付されてくるが，どの申告書に記入して返送するかは
納税者の裁量に任されていたため，無申告のまま納税を免れるケースもあった。当時，徴税当局か
ら発送された申告書の1／3が返送されてこず，この中から意図的な脱税をみつけだすことはきわめて
困難な状況となっていた2°）。
　こうした状況をふまえて，報告書は以下のような脱税防止策を提言した。（1）現行制度下での不正
申告に対する罰則は20ポンド以下の罰金と実質税額の3倍の追徴課税であるが，これは意図的な脱
税には軽すぎ，不注意による過少申告や無申告には重すぎる罰則である。以後，意図的な脱税を摘
発するために申告書の送付を受けた者全員にその返送を義務づけ，それを怠った者には5ポンド以
下の罰金を課する。（2）意図的な脱税の摘発を強化するために，地方の徴税当局や税務委員会により
強力な法律的権限を与える。（3）脱税摘発と追徴の期間を，査定をおこなった年度末から1年という
規定から3年に延長し，罰金とともに氏名も公表する。（4）雇用主に対し，被傭者の住所・氏名・給
与額等の情報を徴税当局に提出するよう求める21｝。
　報告書は残りの大部分を費して，前述した他の5項目に関する調査結果を公表しているが，調査
の対象はあくまでも所得税の行政的側面，すなわち税が徴収される方法や実際の手続きに関するも
のであり，それぞれの項目でなにがしかの問題はあるにしろ，現行制度を改める差し迫った状況に
はないと判断している。報告書の結論は明快であった。すなわち「所得税の行政面に関して，何ら
重大な変更をする必要はないと思われる。実際，我々は次のような見解を記録に残そうと思う。所
得税は概して最少の軋礫と最大の効果をもって徴収されていると思われる22）」と。しかしその結論と
は裏腹に，報告書は税の徴収にあたっての脱税行為の蔓延等，所得税に対する不公平感も同時に浮
き彫りにすることとなった。こうした不正を正す方策がとられない限り，所得税を税収の根幹に据
えることは困難なことであった。統一党内の多数を占める関税改革派が，不正が少なく，また課税
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ベースの広い間接税に税収の根幹を求めたのも，こうした点を背景としていた部分もあると思われ
る。しかしこの報告書が提出されて半年後，統一党内の関税改革派と自由貿易派の対立は激化し，
1905年12月，党首バルフォアは党内の意見を調整できないまま内閣総辞職という事態に至り，政権
は自由党の手に渡った。
III　1906年の所得税調査特別委員会報告書の検討
　統一一党の内紛をよそに，自由党は1903年9月，ハーバート・グラッドストン（H．　Gladstone）と
労働老代表選出委員会（Labour　Representation　Committee23））書記長のマクドナルド（J．　R．
MacDonald）との間で「自由貿易」と「安価な食糧」という利害の一致から，来たるべき総選挙で
の選挙協定が実現され，2年後の1905年11月には，アイルランド国民党との協力関係も密約された
のであった24）。こうして対統一党包囲網のなかおこなわれた1906年1月の総選挙は，関税改革か自由
貿易かを争点として争われ，自由党に地すべり的勝利をもたらした。統一党が改選前の402議席から
157議席へと議席数を激減させたのに対し，自由党は184議席から400議席へ，労働党は2議席から30
議席へ，アイルランド国民党は82議席から83議席へとそれぞれ議席数を増したのであった25）。
　自由党政府は，自由貿易体制のもとで確固とした財政基盤を築くべく，かねてよりの懸案であっ
た所得税改革に着手し，1906年5月に早速そのための所得税調査特別委員会を設置した。委員会は
ディルク（C．Dilke）委貝長以下17名の委員で構成され，同年11月には早くも報告書が提出された。
委員会の調査目的は所得税への累進制と差別制導入の実行可能性についでであり，単なる一般的な
可能性や原則にかかわることではなかった。と言うのも，1894年に所得税に先んじて相続税に累進
制が導入された際，蔵相ハーコート（W．Harcourt）によって所得税への累進制の導入にも言及がな
されていたからであった。彼は低額所得控除の引き上げについての提案をおこなったのち，次のよ
うに自問した。「私は次のような質問を受けることだろう。『もしあなたが低所得層に対して税率を
下げる方向で所得税を累進化させるのなら，なぜ高所得層に対して税率を上げる方向で累進化させ
ないのか』と。原理的にそのような制度に反対すべきことは何もない。実際，すべての議論はそれ
に対して賛同している。それを実行するうえでの困難は，行政的ならびに実際的性格のものなので
あるが，私はそれを克服する方策をいまだにみいだせないでいる26）」と。したがって委員会の調査は，
国内での控除制や自己査定の現状把握，ならびにそうした申告制の適用範囲がどこまで拡大できる
か，また諸外国や植民地での累進制や差別制の導入例に関する調査等を中心に進められた。
　委員会はまず内国税収入局長プリムローズから，所得税の現状についての証言を得ることから調
査を始めた。彼によれば，当時のイギリスにおける課税しうる所得の合計額は推定約6億7，800万ポ
ンドであり，そのうちの2億5，000万ポンドが年収160～700ポンドの間の80万人の納税者に帰属し，
3億700万ポンドが年収700～5，000ポンドの所得層の30万人，残りの1億2，100万ポンドが年収5，000
ポンド以上の1万人に帰属していたであろうということであった27）。こうした調査は，当時おこなわ
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れていた低額所得控除による所得税還付の申請がどの程度実施され，将来予定されている累進制や
差別制の導入にあたり，控除制や申告制がどこまで拡大できるか，あるいは高所得層に累進税率を
課した場合にどれ程の申告書の処理を必要とし，そうした申告書の処理にかかる経費が，税収増見
積り以上にかかるか否かを推測するうえでの，きわめて実際的な問題であった。
　ここで当時の低額所得控除について，簡単に説明しておこう。1906年時点での所得税制によると
免税点が年収160ポンドであり，年収700ポンド以下の低所得層に対し，年収400ポンド以下の所得層
には160ポンド，500ポンド以下には150ポンド，600ポンド以下には120ポンド，700ポンド以下には
70ポンドの所得控除が認められていた。所得税を源泉徴収された人々でこの低額所得控除の適用を
受けようとする人々は，みずからの所得総額が700ポンド以下であることを申告・証明したうえで，
実質税額との差額を戻し税という形で受け取るわけである。すなわち年収400ポンド，税率1ポンド
当り1シリングで20ポンドの所得税が源泉徴収された人は，申告により実質税額（400－160）×1／20＝
12ポンドとの差額，8ポンドの戻し税を受け取ったわけである。さてプリムローズによれば，当時
低額所得控除を受けていた人数は，約110万人の所得税納税者の3／4程にあたる約72万人ということ
であったが，残りの1／4の納税者にもそれを拡大できるか否かという質問に対し，彼は高所得層にな
ればなる程所得の源泉は複雑多岐になり，その総所得の捕捉の難しさから控除制を全所得層にまで
拡大することは困難であると回答している28）。この質問の意図する所は，源泉徴収制を維持したうえ
で，所得控除という形で全所得層の実質税率の累進化が実現できるか否かを検討することであった。
審議の全過程を通じて質問者にも証言者にも共通してみられた見解は，イギリス所得税制の最大の
特徴である源泉徴収制を維持しつつ，所得税に累進制・差別制が導入可能であるか否かという点で
あった。報告書においても，イギリスの場合，申告納税制は実行不可能であると確信するという明
確な指摘がなされ，源泉徴収制を維持したうえでの超過税，すなわち「既存の所得税とは別個でそ
れを補完し，直接自己査定によって個人に課される第二の所得税」により，累進制を実現させるこ
とが選択された29）。この超過税部分は納税者の申告にもとついて課税されざるを得ないが，源泉徴収
制を維持したままで，つまり二本立ての所得税によって累進制を実現させることができるという利
点があったのである。
　さて，つぎに差別制の考察に移る前に，イギリス所得税のスケデュール（schedule）制3°）について
述べておこう。当時のイギリスの所得税は，所得の源泉の違いにしたがってスケデュール別にAか
らEまでに分類されて徴収されていた。スケデュールAは土地ならびに家屋の所有から生じる所得
であり，借地農ならびに借家人の地代・家賃から源泉徴収で納められた。スケデュールBは土地の
占有（耕作）から得られる所得，すなわち借地農の概算収益であり，土地の年価値の1／3を課税標準
として課税・納税された。スケデュールCはイギリス，インド，植民地，諸外国の政府証券から生
じる所得，いわゆる公債利子であり，できる限り源泉徴収されるが，イギリス所得税は受領地原則
が実施されており，イギリス国外で受領される利子は課税対象とならない。「概して国外投資利得は
租税を通脱する31）」のであり，それを仲介するのがいわゆるシティの金融業者であった。シティの巨
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大銀行やマーチャント・バンクを仲介して展開される莫大な海外投資の実態は，銀行の内部資料や
帳簿等が徴税当局に提示されない限り解明不可能であり，その正確な所得捕捉はきわめて困難であ
った。スケデュールDは（1）商工業所得，（2）学者・専門職等からの所得，（3）私的な利子・配当，（4）海
外証券からの利子・配当，（5）植民地・外国財産からの所得，（6）その他の所得とわかれ，株式公開企
業の配当以外，自己査定にもとついて申告納税された。さきの1905年の報告書で，脱税がひろくお
こなわれていると指摘されたのは，この申告納税されるスケデュールDの個人や私企業の部分，な
らびに特定の海外投資所得の部分であったわけである。最後にスケデュールEは公務員（官吏）や
公開企業の被傭者の報酬で，源泉徴収されたのであった。
　差別制とはみずからの労働や努力で得た所得，すなわち稼働所得（earned　income）と地代や利子・
配当による不労所得（unearned　income）に対して，前者に所得税を軽課することにより，優i遇措
置をとろうとするものである。前述した5つのスケデュールのうち，スケデュールBとEは稼働所
得，スケデュールAとCは不労所得に属することは明白であるが，問題はスケデュールDの取り扱
いであった。とりわけ商工業所得の場合，どこまでが個人の労働による所得であり，どこまでが投
下した資本に対する配当であるかをみきわめることの困難さは，様々な証言者によって指摘された。
プリムローズや労働党議員のスノーデン（P．Snowden）は公開企業の配当は不労所得でパートナー
シップ（partnership）や私企業の所得は稼働所得であると分類したが32》，パートナーシップや私企
業の所得のすべてが稼働所得であるとは明示できないし，パートナーシップ内での機能資本家
（working　partner）と無機能資本家（sleeping　partner）の峻別も不可能であった33）。報告書ではこ
うした点をふまえ，稼働所得と不労所得を明確に峻別する規準はないものの，一般に企業が小さけ
れば小さい程，また利益が少なければ少ない程その所得の大部分は稼働所得であるとみなしうるで
あろうし，逆に大企業で利益が多ければ多い程その所得は投資に対する収益，すなわち不労所得と
みなしうるであろうとし，その境界を年間所得3，000ポンドに置いた34）。このような年収3，000ポンド
以下の人々の多くは，現にスケデュールDのもとで自己査定をおこない，申告納税をしていた人々
であり，税務行政上の負担をあまり増加させることなく，差別制を導入することが可能であった。
またスケデュールBやEの納税者も，その大半は年収700ポンド以下の所得層に属し，低額所得控除
を申請していた階層であり，この分野に関しても徴税費用の増加なしに差別制の導入が可能であっ
たとみなしてよいであろう。こうして当時の税務行政の枠組の範囲内で，差別制の実行可能性がみ
いだされてきたわけである。
　こうした累進制と差別制の実行可能性を審議していく過程で，スノーデンは労働党のこの問題に
対する見解を述べるため，証人として委員会に招喚された。彼は累進制にも差別制にも賛意を表し
たのち，これらの方策にともなう税収増により，労働者に大部分の税負担が帰着する生活必需品の
関税を撤廃し，あわせて社会改革を実現させるためにその税収を用いること，すなわち応能原則
（ability　to　pay）にのっとり，租税政策ならびに財政支出を通じて直接的に富の再分配と労働者の
社会状態の改善をめざすことを主張したのであった35）。スノーデンは延べ2日間にわたって労働党
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の見解を開陳したが，租税政策ならびに財政支出を国民の富のより公平な分配のために用いようと
する彼の望みは，委員会の調査範囲外であるとして退けられ，報告書には盛り込まれなかった36）。委
員会の調査目的は，あくまでも累進制と差別制の実行可能性に限られていたわけである。もっとも，
累進制も差別制も所得再分配の機能をある程度持つものであるが，それは所得税納税者に限ったこ
とであり，のちに述べるように当時の状況では，労働者階級をも含めた所得再分配を実現させるも
のではなかった。彼の主張が現実のものとなるには，1908－9年度以降の自由党の諸政策を待たねば
ならなかったのであった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　その他委員会では所得税の累進化・差別化にともなう高所得・不労所得層への重課により，資本
の海外流出に拍車がかかることを懸念する当時の資本輸出論争に関する事項，超過税の査定・申告
の調査にあたり，銀行に顧客の氏名や取引き内容等の情報を徴税当局へ提示させるべきであるとす
る見解等に関して審議がおこなわれたが，いずれも累進制・差別制の導入にあたって問題とはなら
ないとみなされ，これらの項目も報告書には盛り込まれなかった37）。
　およそ以上のような経緯を経て，報告書は次の5点を結論として要約した38）。
（1）現行の控除制度を拡充することによる所得税の累進化は実行可能である。しかし，それは最高
　所得から最低所得までの全所得層にまで拡大するこどはできない。実際に税金として徴収される
　べき金額を大幅に超えて税を徴収し，その後に多額の税の払い戻しをすることは徴収費を増加さ
　せ，国内の産業・商業・金融，さらには個々の納税者に多大な影響を及ぼすであろう。控除制を
　拡大する限界は，年収1，000ポンド程度の所得層までであろう。
（2）超過税による累進化は実行可能である。もし高所得層（たとえば年収5，000ポンド以上）に従来
　課されていたよりもはるかに高い税率を課そうとするのなら，個人申告にもとつく超過税は実行
　可能な方法であろう。
（3）　「源泉徴収」制の廃止と個人総合所得の直接個人査定原則の採用は不適切であろう。
（4）稼働所得と不労所得の差別化は，年収3，000ポンドを超えない稼働所得に限定され，通常よりも
　低い税率で課税される方策がとられるならば，実行可能である。
（5）課税される純所得総額の申告を各個人に義務づけることは適切なことであり，現在蔓延してい
　る脱税や租税回避の防止に役立つであろう。
　報告書の結論はほぼ自由党政府の意向にそうものであり，この内容を基礎にその後の自由党によ
る一連の所得税改革が実現されていったのであった。以下，この報告書の内容の一部を実現させた
1907－8年度予算の分析を通じて，自由党の租税政策の基本性格を明らかにしていこうと思う。
W　1907－8年度予算と所得税への差別制の導入
　1905年12月，キャンベル・バナマン内閣蔵相に就任したアスキス（H．H．Asquith）は，翌1906年1
月の総選挙後，本格的に1906－7年度予算の編成にとりかかったが，歳出・歳入とも基本的な枠組は
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すでにほぼ決定されており，予算は前年度と同じような内容となった。問題は約300万ポンドの財政
余剰の使い途であった。アスキスはそのうちの50万ポンドを減債基金の増額に振り向けただけで，
他の大部分を間接税の軽減，すなわち石炭輸出関税の撤廃（約100万ポンド）と茶輸入関税の軽減（約
92万ポンド）に振ワ向け，ランカシャー綿業が強硬に主張する自由貿易体制の維持を最優先させる
意向を示したのである39）。これに対して，金融界から手厳しい批判が寄せられた。労働党の協力を得，
反帝国主義派であるキャンベル・バナマンが主導する自由党政権が誕生したことにより，多くの債
券が値下がりしたが，基準債券（premier　security）であるコンソル債（Consols）が堅調に推移し
たのは，現政府がこれまでの政策，すなわち減債計画の推進を継承したことと，ジェントルマン層
から支持を得ているアスキスが蔵相に就いたことによる，というのがシティ金融利害を代弁するバ
ンカーズ・マガジン誌（Banker’s　Magazine）の見解であった4°）。ところが減債計画は順調に進展し
ていたものの，それは思わぬ財政余剰や中国からの賠償金支払いによるものであり，蔵相が積極的
に減債計画を推し進めたのはわずか50万ポンドにすぎないとみなしたシティ金融利害は，より一層
の公債削減を求めたのであった41｝。さらに財政余剰の大部分を間接税の軽減に振り向けたことに対
し，シティの代弁者である経済雑誌ばかりか，自由貿易の熱烈な支持者であったエコノミスト誌
（Economist）までもが，所得税の過重な負担が蔵相みずからも認めるところであることを指摘し42），
こぞって所得税減税を求めたのであった43）。
　このような状況の中で1906年の所得税調査特別委貝会が設置されたのであり，1907－8年度予算に
おける所得税改革の内容は，自由党の租税政策の真価を世に問うものであったと言えるであろう。
1907年4月18日，蔵相アスキスは，まず前年度の財政報告からその予算演説を始めた。歳出面での
陸軍費の削減，歳入面での予期せぬ相続税収入の伸びや，好況の継続に支えられた中での消費の拡
大にともなう間接税収入の増大と所得税収入の微増の結果，1906－7年度末で実に540万ポンド近い財
政余剰が生じ，それらは自動的に翌年度の旧減債基金等に組み込まれて公債削減に寄与したのであ
った44）。金融界からの批判に反し，自由党政権下での公債削減は前掲第2表にも見られるように順調
に進展していったのであった45）。次に1907－8年度の歳出・歳入見積りが第3表のように示された。歳
出面では前年度増額された公債費が，当年度は50万ポンド減額されて再び2，800万ポンドとなり，陸
軍費と海軍費がより一層削減された他はあまり変化が見られない。現行税制のもとでの見積りがな
された歳入面は，関税では1906年11月に撤廃された石炭輸出関税分で約100万ポンドの減収，相続税
では前年度あいついだ大型遺産相続による増収分が差し引かれて80万ポンドの減収，所得税は景気
の見通しの明るさから90万ポンドの増収が見積られた。その結果，歳出1億4，075万ポンドに対して
歳入1億4，419万ポンドとなり，アスキスの手に約340万ポンドの財政余剰が残されたのであった。
　ところで，アスキスが1907－8年度予算を編成するにあたって留意した基本方針は，次の三点であ
った。まず第一点は国家の信用を維持すること，すなわちポンド・スターリングの信用維持であっ
た。低利子率にともなうコンソル債価格の下落にもかかわらず，ロンドンへ資金が集中するという
状況，また世界貿易の決済がロンドン金融市場に集中するという状況は，とりもなおさずポンド・
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スターリングの強固な信用によるものであり，その信用維持のための公債削減，均衡予算の堅持は，
自由党政権のみならず，シティ金融利害が他の何ものにも増して切望したものであった。第二点は
社会改革推進の重要性であった。国内での社会主義に対する不安のなか，社会主義への傾倒を極力
排除しつつ，アスキスら自由党急進派の人々は，社会で国民が最善を尽くせるような環境を作るこ
とは国家の義務であると考え，教育制度改革や近い将来の老齢年金制度の導入を提示したのである。
第三点は自由貿易の堅持であった。アスキスは予算演説のなかで「我が政府は自由貿易の政府であ
る。我が議会は自由貿易の議会である」と宣言した後4，300万人のイギリス国民はその食糧を，ま
た産業はその原料を海外に依存しており，自由貿易はイギリスにとって「生命の息吹き」（the　Breath
of　Life）であるとまで述べたのであった46）。こうした方針のなかからアスキスが導き出した結論は
明快であった。すなわち「我々が社会改革をおこなおうとするなら，我々はただちにそれに対する
支払いを準備しなければならない。ここで私が『我々』と言っているのは，直接税を支払う富裕層
と同様，労働者階級や消費者階級を含めた全国民という意味である47）」と。こうして340万ポンドに
のぼる財政余剰の使い途は，次のように決定されたのであった。
第3表　1907－8年度のイギリス国家歳出・歳入見積り額（単位：ポンド）
歳　　　　出 歳入（現行税制下での見積り額）
費　　　目 1906－71907－8前年度との差 項　　目 1906－7i実績） 1907－8前年度との差
1既定費
@1．公債費
Q・緩他の既
R．聖礫撚　既定費計
hI議定費
@1．陸軍費
Q．海軍費
@3．民事費
E・灘鯛費　5郵便局費
@議定費計
28，500，000
@1，685，000
@1，160，000
R1，345，000
Q9，796，000
R1，869，000
Q9，452，000
@3，212，000
P6，747，000
P11，076，000
28，000，000
@1，685，000
@1，160．000
R0，845，000
@　1
Q7，760，000
R1，419，000
R0，107，000
@3，258，000
P7，368，000
P09，912，GOO
L－　500．000
@　－
@　『
|　500，000
|2，036，000
|　450，000
{　655，000
¥　　46，000
{　621，000
|1，164，000
1租税収入
@1．関　税
Q．消費税
R．相続税
@4．印紙税
@5．地　租
@6．家屋税
@7．所得税
@租税収入計
hI租税外収入
@1郵　便
@2．電　信
@3．王領地
E．講畿河
@5．その他
d税外収入計
32，930，000
R0，350，000
P4，400，000
@7，950，000
@　710，000
@1，890，000
R1，600，000
P19，830，000
P7，170，000
@4，255，000
@　520，000
@1，098，000
@1，941，000
Q4，984，000
31，740，000
R0，600，000
P3，600，000
@8，000，000
@　700，000
@1，900，000
R2，500，000
P19，040，000
P7，600，000
@4，400，000
@　500，000
@1，100，000
@1，550，000
Q5，150，000
一1，190，000
{　250，000
|　800，000
¥　　50，000
|　　10，000
¥　　10，000
{　900，000
|　790，000
{　430，000
{　145，000
|　　20，000
¥　　2，000
|　390，000
{　166，000
歳出計 142，421，000140，757，000一L664，000歳入計 144，814，000144，190，000一　624，000
Parliamentary　Papers，1907，　Vol．　XLV　II，Accounts　and　Papers，　Financial　Statement，1907－8，
pp．6－7（154－155）より作成。
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　まず，前年度に石炭輸出関税の撤廃と茶輸入関税の軽減をおこなった間接税に関しては，茶と砂
糖の関税は現在でも十分低率であるとし，当年度の間接税は一切変更しない旨が明言された。さき
に示したように，アスキスは社会改革の費用を全国民の負担により捻出しようとしたのであり，そ
の応能的負担は考慮されているにしろ，一方的に地主・金利生活者階級に負担を求めたのではなか
った48｝。続いて所得税に関しては，前節で取り扱った所得税調査特別委員会報告書の内容のうち，徴
税機関の混乱を避けるため，差別制に関する部分のみの提案をおこなったのであるが，報告書が年
収3，000ポンド以下の稼働所得に軽減税率を適用することが望ましいと答申したのに対し，アスキス
は上限を2，000ポンドとした方が，負担の観点からより公平であると判断した。その結果，一般税率
は従来どおり1ポンド当り1シリングに据置き，免税点や低額所得控除も従来のままとしたうえで，
あらゆる源泉からの所得総額が2，000ポンドを超えない個人に対し，その稼働所得部分に対しては1
ポンド当り9ペンスの軽減税率を適用することが提案されたのであった。これとあわせて，たとえ
すべての所得が源泉で課税されている者であっても，送られてきた申告書の記入・返送を義務づけ
ること，それを怠った者への罰則の強化，脱税の遡及期間を現行の1年から3年へと延長すること，
雇用主に被傭者の住所・氏名のほか，給与支払台帳の提示も求めること等，1905年の所得税調査省
内委員会報告書の一部を実現する提案もおこなわれた49）。
　所得税への差別制の導入が，総額で約200万ポンドの減収をもたらすであろうと見積られたのに対
し，相続税では税率の改訂により，増税が実施された。相続税は1894年のハーコートによる改革以
来，すでに累進制を導入していたが，1907－8年度予算では，100万ポンド以下の遺産額に対する累進
税率を1～10％の12段階へと若干引き上げ，100万ポンドを超える遺産額には，その超過分に対し
11～15％の超過累進税を課するように改められた。アスキスはこの増税策により将来見込まれる増
収分を年間120万ポンドと見積ったが，当該年度は相続が発生してから相続税が納められるまでに数
カ月を要することを考慮し，これによる増収分を60万ポンドとした5°）。
　以上の結果，蔵相が提出した最終収支対照表は第4表のようになった。当初の余剰分340万ポンド
に加えて，相続税での増収分が60万ポンドあり，財政余剰は合計約400万ポンドに達したのに対し，
所得税への差別制の導入にともなう減収分200万ポンド，教育関連費20万ポンド，臨時費約30万ポン
ドを差し引くと，最終的に150万ポンドの余剰が蔵相の手に残った。アスキスはこの余剰分に関し，
「私はこの150万ポンドを手放すことはできない。私はこの資金を将来必要とする。私はこの資金を
翌年必要とする」と述べ，この150万ポンドを減債基金の一部に充当することとした51）。老齢年金制
度の導入を明確に示した今，アスキスは将来の経費膨張に対する危惧，そのための歳入確保の方策
をすでに心中に描いていたものと思われる。そうしたなかで所得税改革が減税という方向で実施さ
れたことは，好況が継続するなかで所得と消費が増大し，税収の増加と経費削減の相乗効果によっ
て，減債計画が順調に進展していたからに他ならない。それは将来導入が予定されている所得税の
．　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　ロ　　リ　　　　　コ　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　の　　　　．　　　　　．　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　コ　　　
累進制と一般税率の引き上げを前に，財政状況が良好な段階で，まず自由党の支持基盤であると目
　　　　　　．　　　　　ロ　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　ロ　　　　　ロ　　　　　ロ　　　　　　　　■　　コ　　　　　　　　コ　　　　　■　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　コ　　ロ　　．　　　　　’
されている中産階級，それもみずからの労働で所得を得ている産業的中産階級の利害を擁護しつつ，
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第4表　蔵相により提案された1907－8年度の最終収支対照表（単位：ポンド）
歳　入　見　積　り 1907－8 歳　出　見　積　り 1907－8
1租税収入 1既定費
1．関　税 31，740，0001．公債費　　　　28，000，000
2．消費税 30，600，000追　加
3．オ目糸荒税　　　　　　　　　13，600，000 減債基金繰入　　1，500，00029，500，000
追　加 2．その他の既定費 1，685，000
税率改訂　　　　600，00014，200，0003．地方税勘定への支払い 1，160，000
4．印紙税 8，000，000 既　定　費　計 32，345，000
5．地　租 700，000II議定費
6．家屋税 1，900，0001．陸軍費 27，760，000
7．所得税　　　　32，500，000 2．海軍費 31，419，000
控　除 3．民事費　　　　30，107，000
稼働所得減税　　1，250，000 追　加
制度改訂による遅収　　750，00030，500，000教育レイト救済費200，00030，307，000
租税収入計 117，640，0004．関税・内国税収入局費 3，258，000
II租税外収入 5．郵便局費 17，368，000
1郵　便 17，600，000 議　定　費　計 110，112，000
2．電　信 4，400，000
3．王領地 500，000
4．スェズ運河株等収入 1，100，000
5．その他 1，550，000 歳出見積り計 142，457，000
租税外収入計 25，150，000 残　　　　　高 333，000
歳入見積り計 142，790，000 合　　　　　計 142，790，000
Parliamentary　Papers，1907，　Vol．　XLV　II，Accounts　and　Papers，　Financlαl　Statement，1907－8，
p．8（160）’謔闕?ｬ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
所得税の応能負担への布石を打つ方策であったとみなされるであろう。
　当時のイギリスにおけるスケデュール別総所得額とそこからの税収を示すと第5表のようになる
が，産業所得のスケデュールDからの税収が全体の約6割を占め，これに給与所得のスケデュール
Eを加えると，実に所得税収入の67．2％にも達する。この表から所得税のかなりの部分が，産業関
連の人々によって担われていたことがわかる。ところが，この産業所得と給与所得の所得階層別分
布状況を示すと第6表のようになり，所得金額の高所得層や大企業への偏在が明らかとなる。年収
160～2，000ポンドの階層の査定数は個入の65．8％，私企業の73．4％，被傭者の66％を占め，しかも
その大半は年収160～700ポンドの中低層の所得層の人々によって占められていた。全体としてみた
場合，この階層は査定数では全体の65．3％を占めていたが，所得総額では37，7％を占めていたにす
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ぎない。これに対して，査定数ではわずか2．3％を占めるにすぎない年収2，000ポンド超の階層は，
スケデュールD・Eの所得総額の実に58．3％を占めていたのである。当時の所得税は，低額所得控
除があるものの，比例税であり，所得税納税者のうちでも収入が低い程，その税負担は重くのしか
かった。アスキスが所得税に差別制を導入し，2，000ポンド以下の稼働所得に軽減税率を適用して恩
恵を与えた階層は，こうした主として自由党支持階層と思われる中低層の所得税納税者，いわゆる
産業的中産階級や台頭しつつある給与所得工り一ト層であったとみて差しつかえないであろう52｝。
第5表　イギリス内国税収入局によるスケデュール別，総所得・控除・課税所得・税収額，1904－5年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ポンド，括弧内は％）
総所得額 総控除額 総課税所得額 総税収額???255，127，403（28．0）
P7，479，547（1．9）
S5，580，640（5．0）
T04，567，799（55．3）
W9，374，291（9．8）
97，431，323（33．3）
P3，274，423（4．5）
@　4，223，590（1．4）
P39，333，491（47．6）
R8，538，756（13．2）
157，696，080（25．4）
@　4，205，124（0．7）
S1，357，050（6．7）
R65，234，308（59．0）
T0，835，535（8．2）
7，884，804（25．4）
@　　210，256（0．7）
Q，067，852（6．7）
P8，261，716（59．0）
Q，541，776（8．2）
計 912，129，680（100．0）292，801，583（100．0）619，328，097（100．0）30，966，404（100．0）
Parliamentary　Papers，1906，　Vol．　XXVI，　Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and　Others，
In　land　Revenue，　pp．199－225（617－643）より作成。
第6表　イギリスにおける産業所得・給与所得の分布状況，1904－5年度
　　　　　　　　　　　（銀行・ディーラー等を除く，単位：ポンド，括弧内は％）
イ固人（被傭者を除く） 私　　企　　業 公　開　企　業
所得層 査定数 所得総額 査定数 所得総額 査定数 所得総額
160以下
P60～700
V00～2，000
Q，000超
126，213（33．4）
Q34，183（62，1）
P4，050（3．7）
@2，894（0．8）
10，308，997（9．7）
U3，538，557（59．7）
P5，588，747（14．7）
P6，917，306（15．9）
7，826（13．2）
R1，138（52．6）
P2，346（20．8）
V，917（13．4）
　　661，291（0．8）
P1，678，817（13．7）
P5，436，039（18．0）
T7，701，460（67．5）
，157（26．0）
V，982（25．4）
T，702（18．1）
X，567（30．5）
　　　536，469（0．2）
@3，024，316（1．2）
@7，233，293（2．9）
Q36，538，232（95．7）
?
377，340（100．0）106，353，607（100．0）59，227（100．0）85，477，607（100．0）31，408（100．0）247，332，310〈100．0）
地　方　公　社 被傭者（スケデュールDおよびE） 合　　　計
所得層 査定数 所得総額 査定数 所得総額 査定数 所得総額
ユ60以下
P60～700
V00～2，000
Q，000超
6，052（62．0）
P．830（18，7）
@855（8．8）
P，027（10．5）
　　243，935（ユ．2）
@　645，423（3．2）
P，028，772（5，2）
P7，962，214（90．4）
164，331（33．8）
R06，099（63．0）
P4，628（3．0）
@1，069（0．2）
U，008．299〔9．8）
W2，402，990（73．2）
P5，048，147（13．4）
S，118，769（3．6）
312，579（32．4）
T8L232（60．3）
S7，581（5．0）
Q2，474（2．3）
22，758，991（4．0）
P61，285，103（28．2）
T4，334，998（9．5）
R33，237，981（58．3）
計 9，764（ユ00．0）19，875，344（100，0）486，127（100．0）112，578，205（100．0）963，866（100．0）571，617，073（100．0）
Parliamentary　Papers，1906，　Vol．　XXVI，　Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and　Others，
ln　land　Revenue，　pp．228－229（646－647）より作成。
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この差別制の導入によって恩恵を受ける人々の数は多く，それによる税収減は比較的少額で済む，
しかもその減収分は将来の累進制の導入によって＋分に補われうる，というのがアスキスをはじめ，
自由党急進派の人々の思い描いた所得税改革構想ではなかちたかと思われるのである。
　これに対して，労働者階級は1907年の税制改革では何一つ恩恵を受けなかった。やや年代は異な
るが，当時の熟練労働者の週給を示すと第7表のようになる。かなり上層の熟練労働者でも週給
35～40シリングであt〕，年収に換算して約90～100ポンドと所得税を負担する所得額には達していな
かった。また，当時の関税収入と消費税収入を示すと第8表ならびに第9表のようになるが，課税
品目はそのほとんどが食料品や嗜好品であった。1906年に茶輸入関税の軽減がおこなわれたものの，
1907年は間接税の減税が見送られ，労働者階級の税負担はなお過重なままに据置かれた。前掲第3
表に示されたように，国家歳入の租税収入のうち，なお半分以上が間接税からの収入で占められて
おり，その間接税が食料品や嗜好品課税を中心としたものである以上，税負担の逆進性は強く，労
働者の税負担は他の諸階層と比べてかなり過重であったと思われる。他方，地主階級は相続税の増
税により，より一層の負担増を強いられることとなった。彼らの所得のほとんどは，資産の所有か
ら生じる不労所得であり，自由党政権が恩恵を与えるべき対象ではなかった。
第7表　熟練労働者の賃金，1912年10月（単位：シリング）
業種・職種 週　給 業種・職種 週給
建築業 機械工業
れんが積み工 32～40 組み立て工 35～37
石　　工 32～38 旋盤工 35～37
大　工 32～38 鋳物工（生型） 38～40
配管工 32～38 日雇労働者 19～22．5
日雇労働者 20～26 印刷業
植字工 30～35
ER．Pike，　Human　Documents（ゾthe　Lloyd　George　Era，1972，　p．26より作成。
　この予算案に対し，シティ金融利害は即座に反発を強めた。バンカーズ・マガジン誌は，この予
算案が相続税を負担する地主ならびに高所得層を犠牲とする中産階級への恩恵策，票集めのための
施策であることを指摘し，また近い将来の老齢年金制度の導入が同様の政策方針をより一層徹底化
させることを予期し，その社会主義的性格を批判したのであった53）。シティ金融利害は，あくまでも
所得税の一般税率の引き下げと減債計画のより一層の推進を要求したのである。
　他方，労働党の立場からは，老齢年金制度の実現が先送りされたことや，依然として食料品に対
する間接税が高いままに据置かれたことに関し，強い不満が表明された。労働党議員バーンズ（G．
N．Barnes）は，「この予算案は自分がすぐれた入物であると思い込み，その意見をデイリー・メイル
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第8表　関税収入の内訳，1906－7年度
　　　　　（単位：ポンド，括弧内は％）
石炭（輸出）
コーヒー
レーズンおよび乾果物
スピリッツ（外国・植民地産）
砂　糖
茶
タバコ
ワイン
その他の輸入品
雑収
第9表消費税収入の内訳，1906－7年度
　　　　　　（単位：ポンド，括弧内は％）
1，494，777（　　4．5）
　175，216（　　0．5）
　467，319（　　1．4）
4，032，402（　12．3）
6，250，834（　19．0）
5，588，288（　17．0）
13，295，803（　40．4）
1，238，172（　　3．8）
　351，254（　　1．1）
　　　571（　　0．0）
　　　　　　　　　　StatdStical　A　bstract　for〃ZθUnited　Kingdo〃Z，32，894，636（100．0）
　　　　　　　　　　No．54，1907，　p．12より作成。
品　　　　目 金　　　　額
ビール 12，649，291（41．7）
スピリッツ 16，白32，36き（55．9）
チコリ 986（0。0）
ぶどう糖サッカリン 116，841（0．4）
コーヒー 1，745（0．0）
鉄　道 356，642（1．2）
ライセンス 255，890（0，8）
その他 2，189（0，0）
計 30，315，947（100，0）
Statistical　A　bstract　for　the　Un　ited　Kingdom，
No．54，1907，　p．12より作成。
紙（the　Z）α勿Mail）から取り入れているシティの銀行員（the　City　clerk）や小ジェントリ（the
small　gentry）の太鼓持ちにすぎない54）」とその基本性格を断定したのであった。
　さて，様々な利害対立のなか，アスキスの予算案はほぼそのままの形で議会を通過した。党内意
見の調整をはかりつつあった統一党は，A．チェンバレンを中心に，関税改革による労働者の雇用確
保，ならびに関税収入をもとにする老齢年金制度等の社会改革の実現を主張し55｝，労働党と労働者階
級への歩み寄りを見せたが，自由党の絶対多数の前にはなすすべもなかった。また国内の自由貿易
支持派からは，チェンバレンの主張するような多額の税収が関税から得られたとするなら，関税は
外国製品の輸入を排除できなかったのであり，関税が外国製品の輸入を排除したとするなら，それ
は蔵相に税収をもたらすことはできないであろうと，痛烈に統一党の政策が批判されたのであっ
た56）。こうして予算案は「1907年歳入法」（The　Finance　Act，1907，7，　Edw．　WI，　c．13）として正
式に立法化され，イギリス所得税にはじめて差別制の原理が導入されるに至ったのである。
　アスキスは所得税調査特別委員会報告書の累進制と差別制の導入に関する答申に対し，両者を同
時に採用することは徴税機関の行政面に混乱をきたすという理由から，まずはじめに差別制のみを
実現させ，所得税の減税をおこなったのであるが57），一般税率は1ポンド当り1シリングに据置かれ
たままであり，この政策は単なる減税を意図したものではなかった。報告書においても，累進制や
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　．　　　．　　ロ　　　ロ　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　ロ
差別制の実行可能性の調査が，中・低所得層に負担をかけずに効果的な方法で税収を増加させ，国
家の危急時にも弾力性をもった租税制度が構築できるか否かを中心に進められたことが述べられて
いる58》。したがってこの政策の意図するところは，近い将来見込まれる経費の膨張と，それに対応す
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るための所得税への累進性の導入や一般税率の引き上げを前に，自党の支持階層に恩恵を与えつつ，
所得税納税者間でのある程度の負担の応能化をはかったものとみなされ’るであろう59）。アスキスは
みずから，蔵相は一年限りの予算を組むのではなく，数年にわたる予算を構想すべきであると述べ
ており60），財政余剰の150万ポンドの減債基金への繰り入れ等の処置からみても，老齢年金をはじめ
とする近い将来の急速な経費膨張を予見していたことは明確であった。そしてアスキスをはじめと
　　り　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　ロ　　　　　　　　　　　ロ　　ロ　　ロ　　　　　　　　　　　　
する自由党急進派は，自由貿易を堅持しっつ，社会改革を進めていくための税収の根幹として，直
接税，とりわけ所得税を位置付けたののであった61）。それは所得税を国家の危急時の補完的な財源と
考え，平和時には極カー般税率を下げて弾力性を持たせておこうとする，かつてのグラッドストン
派や統一党内になお根強く残っている伝統的考え方に対する決別であったが，その背景には，エド
ワード期（Edward　VII，1901－10）の経済的繁栄に支えられた，国民所得とそれを基礎とする所得
税収入の着実な伸長という現実が存在していた。第10表は，20世紀初頭のイギリス内国税収入局が
把握しえた範囲内での所得税納税者の総所得額，課税所得額，税収額の推移であるが，税収額は税
率の変更にともなって増減の変動はあるものの，総所得額はボーア戦争以降，順調な伸びを示して
いる。こうした所得税収入の基礎となる国民所得の着実な伸長を背景として，その後の自由党によ
る，所得税を基幹税とする租税体系の構築が可能となったものと思われる。
第ID表　イギリス内国税収入局による総所得額，課税所得額，税収額の推移，1899－1909年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ポンド）
年　度 総所得額 （前年度との差） 課税所得額 （前年度との差） 税収額 （前年度との差） 税率
1899－1900791，735，413 1564，868，749 18，828，958 Os．8d．
1900－　　1833，355，513＋41，620，100’594，106，253＋29，237，50429，705，312＋10，876，3541　0
1901－　　2866，993，453＋3 ，637，9406 7，550，919＋13，444，66635，440，470＋5，735，1581　2
1902－　　3879，638，546＋12，645，093608，606，903十1，055，98438，037，931＋2，597，4611　3
1903－　　4902，758，585＋23，120，039615，012，373＋6，405，47028，188，067一9，849，864011
1904－　　5912，129，680＋9，371，095619，328，097＋4，315，72430，966，404＋2，778，3371　0
1905－　　6925，184，556＋13，054，876632，024，746＋12，696，64931，601，237＋　634，8331　0
1906－　　7943，702，014＋ 8，517，458640，048，238＋ ，023，49232，002，412＋　401，1751　0
1907－　　8980，117，000＋36，414，986671，313，000＋31，264，7623 ，380，000＋　377，5881　0亭
1908－　　91，009，935，926＋2 ，818，926693，323，082＋22，010，08233，408，754＋1，028，7541　0皐
Parliaimentary　Papers，1910，　Vol．　XXXVI，　Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and
Others，　lnland　Revenue，　pp．103－107（975－979）より作成。＊1907－8年度以降は一般税率。
　さらに，所得税を租税体系の基幹部分に定置させるためには，その徴収が公正におこなわれるこ
と，いわば徴税行政面の近代化・公正化が実現されることが不可欠の条件であった。それによって
はじめて，所得税基幹税化への「国民的合意」が形成されうるのである。応能負担の原則が，いか
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に差別制や累進制の公平性を科学的に論証していようと，その税徴収の現場で，脱税等の不正行為
が蔓延しているのであれば，所得税基幹税化の構想は，決して国民の理解をうることはできないで
あろう。1907年の所得税改革において，差別制の導入と同時に，1905年の報告書で答申された脱税
の防止策もあわせて実現されたことは，こうした「国民的合意」形成へ向けての大きな前進であっ
た。1907－8年度の歳入見積りと歳入実績を示すと第11表のようになるが，所得税は減税措置による
減収が見込まれたものの，結果は188万ポンドにものぼる増収であった。アスキスはこの事態を1908
－9年度の予算演説で，徴税当局による作業の効率化と納税者のモラルの向上の結果として説明して
いるが62），その背景には，脱税摘発の強化による公正な徴税の実現への努力が存在したことをみのが
してはなるまい。事実，第12表にみられるように，スケデュールDの1907－8年度の課税所得の増加
額は総所得の増加額を凌駕しており，脱税防止策の強化により，徴税当局による申告所得の捕捉が
一段と進展したことを示している。若干の海外投資所得の捕捉に，依然として不明朗な部分を残す
ものの，減税措置下での税収増の原因は，おそらくこうした脱税防止策の強化による公正な徴税の
実現への努力と深く結びついていたのであろう。
第11表　1906－7年度の歳入実績と1907－8年度の歳入見積・実績の比較（単位：ポンド）
1906－7年度の
ﾎ入実績 項　　　目
1907－8年度の
ﾎ入見積り
1907－8年度の
ﾎ入実績
歳入見積り
ﾆ　の　差
33，115，000関　税 　　　＊R1，923，000　　　＊ 32，490，000＋　567，000
35，703，000消費税 35，965，000　　　＊ 35，720，000一　245，000
19，084，000相続税 18，697，000 19，070，000＋　373，000
7，950，000印紙税 8，000，000 7，970，000 一　　30，000
710，000地　租 700，000 730，000 十　　30，000
1，890，000家屋税 1，900，000 1，960，000 十　　60，000
31，600，000所得税 30，500，000 32，380，000十1，880，000
130，052，000　　　　　、租税収入計 127，685，000130，320，000＋2，635，000
17，170，000郵　便 17，600，000 17，880，000＋　280，000
4，255，000電　信 4，400，000 4，420，000 十　　20，000
520，000王領地 500，000 520，000 十　　20，000
1，098，000スエズ運河株等収入 1，100，000 1，190，000 十　　90，000
1，941，000その他 1，550，000 2，208，000 ＋　658，000
24，984，000租税外収入計 25，150，000 26，218，000＋1，068，000
155，036，000歳入計 152，835，000156，538，000＋3，703，000
Parliamentary　Papers，1908，　Vol．　LX　II，Accounts　and　Papers，　Financial　Statement，ヱ908－9，　p．
3（217）より作成。
＊1907年の税制改革により，地方税収入の一部が国税収入に編入されたため，第4表に示した見積
額とは違っている。
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第12表　イギリス内国税収入局によるスケデュール別総所得額，課税所得額，税収額，1907－8年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ポンド）
スケデュール 総所得額　（前年度との差） 課税所得額（前年度との差） 税収額　　（前年度との差）???266，800，000
P7，380，178
S8，215，294
T43，721，528
P04，000，000
十3，058，456
|　　56，654
{1，493，020
{ 5，051，705
{6，868，459
158，616，928
@ ，025，870
S3，185，042
S07，715，854
T7，769，306
＋’@164，338
|　　85，715
{1，474，078
{26，679，207
{3，032，854
7，909，277
@185，383
Q，158，655
P9，717，329
Q，409，356
一13，352
|20，197
¥73，107
{665，496
|327，466
計 980，117，000＋36，414，986671，313，000＋31，264，76232，380，000＋377，588
Parliamentary　Papers，1910，　Vol．　XXXVI，　Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and　Others，
Inland　Revenue，　pp．103－107（975－979）より作成。
　所得税応能負担化へ向けての差別制の導入，公正な徴税の実現への努力，所得税収入の着実な伸
長，こうした事実を背景として，1908－9年度には無拠出による老齢年金制度が導入され（1908－9年
度は第4四半期のみで120万ポンド，翌年度からは年間600万ポンドの歳出増），さらには砂糖輸入関
税の軽減（340万ポンドの歳入減）が実施されたのであった63）。ここに至って1909－10年度のいわゆる
「人民予算」（People’s　Budget），すなわち所得税の一般税率の引き上げと超過税による累進制の導
入，相続税の増税，土地課税の新設等々，富裕な地主層や金利生活者階級により一層の税負担を求
めた予算案の出現が不可避となるのである。そうした意味で，1907－8年度予算は，まさに「人民予
算」，への道標を明確に示した予算であったと言いうるであろう。その後の自由党政府による所得税
の基幹税化は，この「人民予算」ならびに第一次世界大戦を契機に，より一層前面に押し出されて
くることとなるが，その過程の詳細に関しては，別稿に譲りたいと思う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
1）　古典的帝国主義期における経費膨張の問題に関しては，大内兵衛『財政学大綱2（『大内兵衛著作集』，第1巻，
所収）岩波書店，1974年，第2編，第5章，林健久「経費膨張論ノートーF．ニッティをめぐって一」（武田隆
夫，遠藤湘吉，大内力編「資本論と帝国主義論」下，東京大学出版会，1971年，所収），土生芳人「イギリス資本主
義の発展と租税」東京大学出版会，1971年，第4章，第1・2節，吉岡昭彦「イギリス帝国主義における海軍費の
膨張一一1889～1914年一」「土地制度史学』第31巻，第4号，1989年を参照。
2）20世紀初頭の自由党が，増大する経費を賄うための主たる税収源を所得税や相続税等の直接税に求めたのに対
し，その根幹となるべき所得税の廃止にあくまでも固執したのが，かのグラッドストンその人であったことを想起
されたい。詳しくは，ER．A。Seligman，　The　lncome　Ta　c，　A　Study　Of　the　Histoりy，　Theory，　and　Practice（Of　lncome
Taxation　at　Home　and／A　broad，　1911，　pp．172－179を参照。
3）　統一党が間接税収入のうちでも，とりわけ関税を税収の中核に据えた理由は，当時の醗造・蒸留業者が地主利害
と軌を一にする統一党のきわめて強力な支持母体であったことにある。後掲第9表にみられるように，当時の消費
税収入の97．6％までがビールやスピリッツからの税収であり，統一党としてはこの消費税分野での増税を実施する
ことは，きわめて困難な状況であった。
一192一
4）　いわゆるチェンバレン・キャンペーンに関しては，関内隆氏の以下の論稿を参照。関内隆「チェンバレン・キャ
　ンペーンをめぐる政党諸派の自由貿易認識」『西洋史研究』新輯第6号，1977年，同「チェンバレン・キャンペーン
　における「特恵』と『保護』一『運動基盤』ならびに『政策構想』展開をめぐる一試論一」「文化論叢』（岩手
　大学）第1輯，1984年，同「関税改革論争と統一党自由貿易派」『岩手史学研究i第69号，1985年，同「統一党にお
　ける関税改革運動と党内分裂一「院内・院外情勢』と『党内意思決定』一」「西洋史学』CXXXVII，1985年。
　また，桑原莞爾「『エドワード期』経済と関税改革論争」（桑原莞爾，井上巽，伊藤昌太編「イギリス資本主義と帝
　国主義世界』九州大学出版会，1990年，所収）もあわせて参照されたい。この運動により，J．チェンバレンを中心
　とする関税改革派は，1904年の夏には，下院ですでに200名程度の支持を得るまでに拡大していたようである（The
　Earl　of　Oxford　and　K．G．Asquith，　Fifly　Years　of、B万距s乃Palinment，　Vol．II，1926，　p，22）。
5）　B．EV．Sabine，　A　H誌’oηof　lncome　Tac，1966，　p．130．
6）坂井秀夫『近代イギリス政治外交史IIi創文社，1970年，50－54頁。
7）　Parliamentary　Papers，1905，　Vol．　XHV，　Accounts　and　Papers，　Income　Tax　Committee，　Report　Of　the
　l）ePartm　en　tal　Committee　on　Income　Ttzx（以下，　Income　Tax，1905と略記）．
8）　Parliamentary　Papers，1906，　Vol，　IX，　Reports　from　Committees，　ROpoηt　from　the　Se　lect（）ommittee　on
　Income　Tax　（以下，　Income　Tax，1906と略記）．
9）　F．Shehab，　Progressive　Ttuation，1953，　pp．216－217．
10）　Parliamentaりy　1）ebates，4th　series，　Vo1．　CIX，1902，　col．371．
11）Ibid．，　Vol．　CXXXIII，1904，　co1．931．　A．チェンバレンは，所得税の差別化がイギリスの最も重要な税収構造の
　破壊を意味するという1853年のクラッドストンの演説について述べたあとで，差別制がいかに不公平であるかを次
　のような例を持って説明している。すなわち，みずからの努力で年間10，000ポンドの所得を得ている人には低率の
　所得税がかかり，幼ない子供を連れた未亡人が，年間500ポンドの投資所得を得ている場合には，高い税率で課税さ
　れる。この大産業所得と小投資所得間の不公平が，彼が差別制に反対する公式の理由であった（ibid．．　cols．931－932）。
12）　Shehab，　op．　cit．，　p．219．
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